 10.　防災・避難・復興計画・運営に女性・多様な人々の参画を　

	

	【問題提起】
　日本は女性の責任ある立場、意思決定の場への参画が非常に低調です。2009年までジェンダーの国際評価として定着していた国連開発計画（ＵＮＤＰ）のジェンダーエンパワメント指標では57位。これはこの統計指標が用いられた1994年の27位から次第に順位を落とした結果でもあります。特に保健や教育の分野では高い達成率をみているにもかかわらず、国会議員男女比や経済活動の男女差がこの結果を招いています。世界の経済人を中心にした世界経済フォーラムのジェンダー評価は101位。社会の不公正な構造と慣習により、女性の意思決定の場への参画が遅れていることが統計上も明らかになっています。これは防災、復興という分野でも違いありません。

①　地域防災会議における女性参画の低さ

　　防災は、なかでも女性の参画は少ない分野です。その背景には３つあります。１つ目は理系分野の専門家の少なさ、２つ目として市民団体として行政のパートナーが自治会や町会などに限られており、その団体の持つ固定的な役割観（町会長は男性が慣習化等）がそのまま市民参加の場に反映されていること、３つ目は市民が日常に行う防災活動の内容が固定的であり、機材管理や運用のスキルと責任は男性、女性は補佐的な役割と炊き出し役が繰り返されてきたことが挙げられます。

②　避難所の運営への女性の参画

　　災害時においては初動で一層参画がむずかしい状況となります。被災状況が厳しい程、情報の少なさと人々の不安が増します。直後から備蓄品や必要な物品、スペースなどの取り合いになることもあります。

　　国の通達・通知などあっても、現場で反映されるためには相当の構造が関係者のなかに定着していなければなりません。現実に東日本大震災の際には内閣府男女共同参画局が自治体に向けて迅速に通知や要請をだしていますが、被災地の避難所や地域団体にその事が周知されるための方策は不在でした。

　　一旦男性のリーダーシップが発揮されたり、女性に炊き出しの役割が割り振られた後に役割の交代や配分を検討する事は、困難であったと言われています。それが長期化する避難生活を疲弊させ、特に無償労働を提供している女性にいつまでもその負担がのしかかることになりました。ガレキのかたづけには日当が付いても、早朝から夜まで炊き出しをはじめ避難所の生活を支える女性たちの活動に手当がつくことはほとんどなく、女性たちに被災の負担以外にコミュニティの維持の負担がかかっていました。

③　復興プロセスでも女性の参画は大変に低い

　　政府から「避難生活における女性のニーズの通知、運営への参画」（2011年３月17日）、「女性の視点や女性の雇用」（同年５月９日）について通知が迅速に発出されているにもかかわらず、東日本大震災後に設置された被災地の復興会議に女性が参画することは難しいものとなりました。国や県、市町村どのレベルでも女性の参画は非常に低調なものとなっています。

④　ジェンダー・多様性の視点を持った人材をつなぐ機能

　　防災・復興にかかわる委員会等で女性の参画を、という要請があっても、防災を担当する部署では、そのような「人材が見あたらない」ということもあります。自治体の男女共同参画を担当する部署、あるいは男女共同参画センターでは、学習や委員会、様々な事業で人権や男女共同参画に関する地域の女性たちが参加する機会をもっていますが、防災分野に女性たちがつながる機会にはなっていません。

	


【処方箋－１】意思決定への参画の質を高める

　参画というのは、会議の場所に座っていればよいのではありません。1969年に発表されたアメリカの社会学者アーンステイン（Sherry R.Arnstein）の「参加のはしご」は、参画の質を問うものとして日本にも広く紹介されました。形式的な参加や不満の解消としての参加は本来の参加ではないとされ、情報を受け意見を求められたとしても、それが行政または権力の側が選択した情報のみであったり、都合のいい部分だけの採択であったりする場合は参加の質としては低いものとされています。「参画の質」を高める事が参画を活性化し効果をあげます。日本の現実では、市民参加の場のコントロール権は行政側にあることが多いのですが、防災計画や復興計画、避難所の運営に多様な市民が主体的に参加できるように、すべての政策決定プロセスで、参画の質を見直すことが必要です。


	

	参考：参加のはしご

市民の権利としての参加

住民のコントロール

事業の企画、運営、評価を住民が主導的に決定し、責任をもつ（自治権をもつ）

権限委譲

住民により大きな決定権がある（住民の意思がより尊重される）

パートナーシップ

責任と決定権を住民と行政または権力が共有する

形式的参加

懐柔

市民の意見が行政の判断で一部採用される（容易な、都合の良いもののみ）

相談

市民が情報を与えられ、意見を求められる（その反映は不明）

お知らせ

行政または権力が一方的に情報提供する

非参加
気休め

ガス抜き、不満の解消のための参加

あやつり

既に決定されたことを周知するための参加、市民の存在を利用するためだけのアリバイづくり

(註)　世古一穂『協働のデザイン』2001より作成

	


【処方箋－２】被災時の女性の参画を進めリーダーシップをとれるようにする

　被災後のさまざまな段階で男女共同参画の視点をもった女性の参画がかかせないことは、避難所について示されている通りです。実際に“女性”がそこにいるだけでも、違いがある事は確かです。ただし、女性自身を守り、様々な立場の人々のニーズを知る可能性を広げ、持続可能なコミュニティの運営に効果のある参画とするためには、女性自身が「男女共同参画の視点」を持ち、困難な状況の中で判断出来るだけではなく、複数の人々がその必要を理解し協働する事が必要です。「みんな困っているんだから、我慢してください」「今は男性女性と言っている場合ではありません」という声に屈することなく、女性のニーズや多様な立場に対する配慮を求めるためには、女性自身だけでなくすべての市民が、男女共同参画の視点や女性への暴力について基本的な理解をしておく事が必要です。そのためには日常から男女共同参画の学習の場をもつことが大切です。また、以下の処方箋３、４のような経験があることが、問題を未然に防いだり、被害を最小限におさえたりするために必須です。

【処方箋－３】地域の防災活動のリーダーに女性がなる

　防災活動はどんな地域でも行われている事です。それ自体を形骸化させず、被災時に役に立つ知識・スキル・態度を身につける内容にして行く事が重要です（第２部13.参照）。

　そして男女共同参画は被災時に急に必要になることではなく、日ごろの防災活動の中で実践されて行く必要があります。特に自治会・町会等、慣習的に男性の主導が恒常化している団体においては、少なくとも防災に関しては男女のそれぞれのリーダーを決めておく等、参画のスペースを担保しておく事が重要です。また防災訓練の際にも“炊き出し”が自動的に女性の役割になるのではなく、時には男性だけが炊き出しを行ったり、女性が資材管理や運用について責任を持つ立場を経験しておく事が、いざというときの実践力につながります。

【処方箋－４】防災計画、復興計画等の委員会での女性の位置づけを明記する

　理念としての男女共同参画だけではなく、具体的に女性の参画を進めるために効果的な準備をすすめる必要があります。現実には次頁の表にあるように東日本大震災の被災地の復興に参画する女性たちは大変少数であり、いても１～２名のところも多く、ゼロ参加の市町村も９となっています。処方箋２、３を実施しやすくするためにも、被災の混乱の中で女性のニーズや安全への配慮の優先順位を担保するために、防災計画、避難所運営マニュアルに、女性の参画についてできるだけ具体的な形で明記されている事が必要です。女性の参画や配慮について行政職員や一部のリーダーが気づいた時に、原則を示し、対立を回避する事になります。また、女性リーダーの設置や防災・避難所運営・復興に関する委員の女性比率を３割以上に設定する等数値目標も盛り込んでおくことでより成果に繋げる事が可能となるでしょう。

	

	参考：東日本大震災・被災３県自治体の復興計画策定委員会への女性の参画

市 町 村

人数（女性）

市 町 村

人数（女性）

市 町 村

人数（女性）

岩　手　県

宮　城　県

仙台市

16（３）

洋野町

20（１）

気仙沼市

13（０）

名取市

22（２）

野田村

25（３）

南三陸町

 9（０）

岩沼市

12（３）

普代村

14（０）

山元町

10（３）

亘理町

18（３）

田野畑村

12（１）

石巻市

29（４）

山元町

10（３）

岩泉町

18（０）

女川町

12（１）

福　島　県

宮古市

12（３）

東松島市

 6（０）

新地町

15（１）

山田町

12（１）

松島町

16（２）

相馬市

16（０）

大槌町

48（５）

利府町

14（１）

南相馬市

25（５）

釜石市

45（８）

塩竈市

15（０）

広野町

14（３）

大船渡市

28（２）

七ヶ浜町

31（０）

いわき市

 7（０）

陸前高田市

50（４）

多賀城市

15（１）

合計　女性は11％のみ

(註)　復興庁記者発表資料（2012年６月19日）「被災自治体に対する復興の過程における男女共同参画の推進の働きかけについて」（http://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat10/sub-cat10-2/）より作成

	


【処方箋－５】男女共同参画センター・部局が委員会等に人材を推薦していく機能をもつ

　女性の参画について「人材が見当たらない」という声が必ず出てきます。地域で専門家を急に育てる事は出来ませんが、地域の担い手として女性が活躍していない所は無いと言っても良いでしょう。問題は役割と責任を分担する機会がないことです。普段から情報を共有し、主体的な参加を促し、自治体の持つあらゆる分野で女性が経験から力を付けて行く場を提供するのが自治体職員の役割であることを認識しておく必要があります。そして、男女に限らずリーダーの固定化でなく柔軟にさまざまな経験が広がるような仕組みを市民と共につくっていくことが必要です。

　ＲＴでは、さまざまな場で男女共同参画の視点と専門性を持った人材が必要とされることを想定して「リストアップ運動」を行いました。この意思決定の場に参画できる女性の人材をリストアップするという活動は、防災に限らずあらゆる分野における女性の参画に役立つだけではなく、女性たちのネットワークにも貢献するものです。地域の中で女性のリーダーシップを育成し、多分野で活動する女性たちに、男女共同参画の視点を共有する機会をつくるためにも、女性たち自身による「地域版の女性人材リスト」作成が力になると考えます。

　経済活動においても、あたらしいまちづくりにおいても、計画・検討の場への女性の参画がなぜこれほどに困難であるのかは、一つの団体、特定のセクターの問題ではなく、あらゆる経済活動、社会活動における女性のリーダーシップの問題であるからです。日頃の女性参画、とくに責任ある立場を女性たちが経験していくことが、まちを強く、安全にすることにつながります。

【処方箋－６】行政の実務プロセスへの女性の参画を進める（第２部2.、処方箋－３参照）

　「女性の参画」は市民だけのものではありません。行政そのものの体制づくりにも必要です。災害支援の現場において、権限と責任ある立場に女性職員を配置することも必要です。たとえば災害対策本部、また初動の被災状況・被災ニーズ調査は、危険だという理由で女性を派遣しないことが多いのですが、女性ができるだけ早い段階で派遣されることは重要です。

【処方箋－７】多様な立場の人々の参画を実現する（第２部7.参照）

　多様な立場の参画と対応策について考える際にも、男女で異なるニーズがあること、人と状況に応じた多様な対応策が必要であることを理解しておく必要があります。

－ 87 －


